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１．中小企業のＭ＆Ａについて 
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１－１ 中小企業のＭ＆Ａの歴史 
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（出典）：㈱レコフ 

未上場企業間のM&A件数の推移 

○経営者の高齢化や少子化が進む中で、親族以外の役員・従業員や社外の第三者への親族外承継が伸びている。 
○1993年の中小企業白書において、中小企業の後継者問題が取り上げられ、「戦後40年を超え、高度成長期から約２０年が経過

し、こうした時期に創業された多くの中小企業が世代交代期を迎えている時期と思われ、後継者問題は中小企業にとって大き
な課題となっていると考えられる」とある。 

○中小企業の後継者難を解決する手法として、民間のＭ＆Ａの仲介機関として、1991年に㈱日本Ｍ＆Ａセンター、1997年に㈱スト
ライクが設立され、主に中小企業を対象にＭ＆Ａ支援を実施。 

○同様に中小企業のＭ＆Ａに対応するために、1997年に大阪商工会議所が公的機関として初めて「Ｍ＆Ａ市場」を設置。1998年
に東京商工会議所が「Ｍ＆Ａサポート・システム」、2001年に名古屋商工会議所が「Ｍ＆Ａサポートオフィス」を設置し、Ｍ＆Ａ支
援を実施。 

形態別の事業承継の推移 

（出典）：(株)帝国データバンク「信用調査報告書データベース」、「企業概要データベース」再編加工。 
約160万社の企業情報において、代表者の変更年（就任年）及び就任経緯が判明している企業のデータにより作成。（2012年で約15,000社） 
 

（％） 

（年） 

日本M&Aセンター 名古屋商工会議所 大阪商工会議所 東京商工会議所 ストライク 



（参考）経営者の高齢化によりＭ＆Ａに至った事例 
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＜事例１＞ 
○A社は調剤薬局。 
 直近の売上、利益共に右肩上がりで業績は過去最高を記録。 
 県内有数の地域密着型経営の優良企業。 
○オーナーが一代で築いてきた会社だが、オーナー自身が高齢になってきたことから、会社
の今後について検討を開始。 
○子息は異業種で働いており、戻ってくる可能性はなく、従業員への譲渡を検討するも個人
保証の引継ぎや、会社の規模的にも荷が重過ぎると考えられていたことから、事業譲渡を決
意。 

＜事例２＞ 
○B社は貨物利用運送事業者。 
○オーナーには子息がおらず、年齢も７０歳近くを迎え、事業承継問題に頭を悩ませていた。 
○過去には、親族でない経営幹部への経営・資本の承継も検討したことがあったが、課題も
多く検討を断念。 
○コスト・サービス面での競争が激化している物流業界において、現状は順調だが、５年、 
１０年先を見据えた場合、自社単独で運営を行っていくより、資本力や事業基盤がある企業
と一緒にやっていく方が、会社や取引先、さらには従業員の為になるだろうという考えを持つ
ようになったことから、株式譲渡に至った事例。 

（出典）：Ｍ＆Ａキャピタルパートナーズ（株）ＨＰ 



（参考） 我が国のM&Aの歴史 
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我が国のM&Aの歴史 
○戦前のＭ＆Ａ 
工業化初期のＭ＆Ａは、財閥による買収、官業払下げによる事業の買収等 
○戦後のＭ＆Ａ 
ＧＨＱの政策による競争的な産業組織のもとでの、財閥の解体 
⇒１９５０年代半ばに始まる高度成長期から第２次石油シェック後の１９８０年代前半まで
Ｍ＆Ａは日本企業の間では低調 

○１９６０年代  
規模の経済による競争力強化による大型合併 
・資本自由化による海外企業買収の危機から、日産＋プリンス トヨタと日野の提携 
・石川島重工＋播磨造船、八幡製鉄＋富士製鉄 

○１９７０年代  
流通再編に伴うＭ＆Ａ ← 大店舗法施行 
・流通業を中心に小規模な買収 ダイエー、ジャスコ 
・アドバイザリー業務の誕生（１９７３ 山一證券にＭ＆Ａ部隊） 

○１９８０年代  
日本企業が海外企業を買収するケースの増加 ←円高、バブル 
・ソニーのコロンビア・ピクチャーズ買収 

⇒1980年代後半から、１９９０年にかけて日本企業による海外企業のＭ＆Ａラッシュの
始まり。 

○１９９０年代  
「選択と集中」ためのＭ＆Ａ ←バブル崩壊 
日本Ｍ＆Ａ市場は、金融ビックバンを契機に急拡大。 
選択と集中をキーワードに事業再編や事業再生にＭ＆Ａか欠かせないツールに。 
海外企業による日本企業の買収・資本参加も増加。 
海外企業を買い手とするＭ＆Ａの件数は、1990年前半から2000年代前半には約６倍に増加。 
・ＮＫＫ＋川崎製鉄 
・ルノーによる日産自動車への資本参加 
・リップルウッドによる日本長期信用銀行の買収 

⇒1997年独占禁止法の改正による持株会社の解除、1999年株式移転・交換制度、
2001年会社分割制度及び組織再編税制、2002年連結納税制度などの事業再生関連
の制度が整備された。この結果、Ｍ＆Ａ手法が企業の事業再構築から上場企業同士
の業界再編まで浸透し、定着。 

○２０００年代  
２００６年にピークを迎えたＭ＆Ａ件数は、リーマンショック後大幅に減少。 
Ｍ＆Ａは技術革新の進展の著しい部門を中心に企業の成長戦略として利用され始める。 
・楽天のインターネットサービスと結合可能な金融・サービス企業などの買収。 
・ソフトバンクのボーダフォンの買収 

○２０１０年代  
国際競争力強化のための再編 
上場企業間におけるＴＯＢの比重の増加 
２００８年のリーマンショック後に落ち込みはあるものの、２０１２年に増加に転じ、日本企業の海外Ｍ
＆Ａ件数は1990年のバブル期を抜いて過去最多。 
・新日本製鉄と住友金属工業の合併 

M&A件数の推移 

 日本企業同士のM&A 
  

：

日本企業による外国企業へのM&A 
  

：

外国企業による日本企業へのM&A 

（出典）：㈱レコフ 
（出典）：独立行政法人経済産業研究所 



１－２ Ｍ＆Ａ支援の施策 
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中小企業のＭ＆Ａ支援を行うために、中小企業庁では、以下の施策を実施。 
 
2003年～2005年 
○Ｍ＆Ａマッチングサポート事業   
  ※中小企業総合事業団が、J-Net21上にM＆A情報のデータベースを整備し、一部の公的機関や民間機関が保有するM＆A情報について、情報流通を円滑化。

売りと買いの情報を金融機関、監査法人を中心に収集したが、ネット上の場だけの設定でフォローアップが無いこと、オープンなサイトであり、リスク管理が難しい
こと等から、件数が集まらず2005年に終了。 

 
2003年～2008年 
○後継者人材マッチング促進事業 
  ※全国商工会連合会がホームページに「後継者探し」サイトを設置し、後継者を求める事業者と後継者となることに関心を持つ者の情報をネット上で公開し、バー

チャルな出会いの場を提供するとともに、都道府県商工会連合会、商工会、商工会議所が地域での交流会を開催し、後継者確保に関する事例とノウハウの蓄積
を図る事業を実施。2008年に事業は終了し、同様のニーズについては下記の事業承継支援センターにて対応。 

 

2006年～ 
○「事業承継ガイドライン」   
  ※事業承継に係る関係機関が一同に会した総合的・専門的な検討組織である「事業承継協議会」において、「事業承継ガイドライン」を策定し、その中で、Ｍ＆Ａ

の手法についても紹介。 

 
2008年～2009年 
○事業承継支援センター事業  

  ※事業承継時に発生する課題に対応したワンストップサービスを行う「事業承継支援センター」を全国に設置して、後継者不在の課題を抱える企業と開業希望  
  者等とのマッチング支援を始め、常設のセンターにおける相談窓口の設置、専門家の派遣、後継者育成セミナー等を実施。 
  事業仕分けにより、商工会、商工会会議所等の本来業務であるなどの理由から2009年に終了。 

 

2011年～ 
○事業引継ぎ支援センター事業 
 ※中小企業・小規模事業者は、後継者不足により事業承継が困難になる場合が多く、事業承継の手段として中小企業のＭ＆Ａが必要である。また、Ｍ＆Ａ支援を 
  行う民間事業者は、相応の手数料収入が見込まれる支援を中心に扱っており、中 小企業・小規模事業者向けに対応しない場合が多い。 
   このため、中小企業・小規模事業者のＭ＆Ａ活用を促進するため、2011年5月の産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法の改正により、事    
  業引継ぎ支援センターを設置することとした。 



２.事業引継ぎ支援事業の現状と課題 
 
 
 
 
 



  ２－１ 事業引継ぎ支援事業 

○中小企業・小規模事業者のＭ＆Ａ活用を促進するために、平成２３年５月の産業活力の再生及び産業活動の
革新に関する特別措置法（以下「産活法」という。）の一部改正に基づき、認定を受けた全国４７都道府県の商
工会議所等の支援機関に、「事業引継ぎ相談窓口」（＊１）を設置。 

○事業引継ぎ支援の需要が多く、支援体制が整った地域については、「事業引継ぎ支援センター」（＊２）を設置
し、事業引継ぎに関するより専門的な支援を実施。 

○先の臨時国会で成立した産業競争力強化法に基づき、地域をまたがる広域的なＭ＆Ａマッチングの強化等を
図るため、（独）中小企業基盤整備機構に４月１日より「全国本部」を設置し、「事業引継ぎ相談窓口」及び「事業
引継ぎ支援センター」に指導、助言等の支援業務を実施。 

  
（＊１）「事業引継ぎ相談窓口」 
 「事業引継ぎ相談窓口」では、事業引継ぎを行う上での課題など、様々な中小企業の経営上の課題に窓口相談員が原則として無料で対応し、課題を解決するための支援

施策や支援機関の紹介、情報提供等を行う。 
（＊２）「事業引継ぎ支援センター」 
 「事業引継ぎ支援センター」では、事業引継ぎに関する専門家（金融機関ＯＢ、経験のある弁護士等）が、事業引継ぎを希望する企業間の仲介及び事業引継ぎ契約の成立

に向けた支援等を行う。 

（１）「事業引継ぎ相談窓口」の設置 
（２）必要に応じ、より専門的な対応が可能な

「事業引継ぎ支援センター」を設置 
（３）同センターには、事業の引継ぎに関する

専門家（金融機関OB、経験のある弁護
士等）を配置  

事業を引き 
継がせたい企業 

民間専門家 
と協力 

・仲介業者 
・税理士 
・公認会計士 
・弁護士 
・コンサルタント 
・地銀、信金、保証協会、中小企業
診断士、行政書士 等 

民間支援人材・機関 

各認定支援 
機関への支援 

中小機構（全国本部） 

・認定支援機関間の情報交流のハ
ブ機能 

・引継ぎ支援方法に関する助言 
・データベースの管理・運用 
・データベースを活用したマッチ
ングの実施 

【支援体制図】 

事業を引き 
継ぎたい企業 

（譲り渡したい） 

（譲り受けたい） 

事業引継ぎ支援 

事業引継ぎ 
の相談 

・譲渡企業及び譲受企業 
 間の仲介支援 
・事業引継ぎ契約成立へ 
 の支援 

事業引継ぎ 
のアドバイス 
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北海道事業引継ぎ支援センター 

宮城県事業引継ぎ支援センター 

東京都事業引継ぎ支援センター 

静岡県事業引継ぎ支援センター 

愛知県事業引継ぎ支援センター 

大阪府事業引継ぎ支援センター 

福岡県事業引継ぎ支援センター 
愛媛県事業引継ぎ支援センター 

相談窓口４７都道府県 

長野県事業引継ぎ支援センター 

岡山県事業引継ぎ支援センター 

2014年4 月1 日時点 

秋田県事業引継ぎ支援センター 

広島県事業引継ぎ支援センター 

沖縄県事業引継ぎ支援センター 

２－２ 事業引継ぎ支援センターの全国展開 
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○昨年６月１４日に閣議決定された日本再興戦略においては「現存７か所の設置に留まっている事業引継ぎや事
業承継等のワンストップ窓口である「事業引継ぎ支援センター」を全国展開し、地域金融機関等との連携を通じ
た事業引継ぎのマッチング等を促進する。」と記載。 

○現在、事業引継ぎ支援センターは北海道、宮城、秋田、東京、長野、静岡、愛知、大阪、岡山、広島、愛媛、福
岡、沖縄の全国計１３箇所に設置済み。 

 そのうち、秋田、長野、岡山、広島、沖縄の５か所は、日本再興戦略の閣議決定後に設置。 
事業引継ぎ支援センターの設置状況 

２０１１年１０月     東京、大阪      
                 １２月     愛知                
２０１２年 １月             北海道、静岡    
                    ２月       福岡                
                    ３月       宮城                
２０１３年 ７月             愛媛                   
２０１４年 ２月             長野、岡山        
２０１４年 ４月             秋田、広島、沖縄 



  

相談窓口名 設置主体 電話番号 相談窓口名 設置主体 電話番号 

北海道事業引継ぎ相談窓口 札幌商工会議所 011-222-3111 滋賀県事業引継ぎ相談窓口 大津商工会議所 077-511-1501 

青森県事業引継ぎ相談窓口 （財）２１あおもり産業総合支援センター 017-752-9225 京都府事業引継ぎ相談窓口 京都商工会議所 075-212-6460 

岩手県事業引継ぎ相談窓口 盛岡商工会議所 019-624-5880 奈良県事業引継ぎ相談窓口 奈良商工会議所 0742-26-6222 

宮城県事業引継ぎ相談窓口 (財)みやぎ産業振興機構 022-722-3884 大阪府事業引継ぎ相談窓口 大阪商工会議所 06-6944-6257 

秋田県事業引継ぎ相談窓口 秋田商工会議所 018-883-3551 兵庫県事業引継ぎ相談窓口 神戸商工会議所 078-367-2010 

山形県事業引継ぎ相談窓口 （財）山形県企業振興公社 023-647-0664 和歌山県事業引継ぎ相談窓口 和歌山商工会議所 073-422-1111 

福島県事業引継ぎ相談窓口 （公財）福島県産業振興センター 024-525-4034 鳥取県事業引継ぎ相談窓口 (財)鳥取県産業振興機構 0857-52-6702 

茨城県事業引継ぎ相談窓口 水戸商工会議所 029-302-5880 島根県事業引継ぎ相談窓口 松江商工会議所 0852-32-0506 

栃木県事業引継ぎ相談窓口 宇都宮商工会議所 028-637-3131 岡山県事業引継ぎ相談窓口 （財）岡山県産業振興財団 086-286-9708 

群馬県事業引継ぎ相談窓口 （財）群馬県産業支援機構 027-255-6503 広島県事業引継ぎ相談窓口 広島商工会議所 082-555-9993 

埼玉県事業引継ぎ相談窓口 さいたま商工会議所 048-641-0084 山口県事業引継ぎ相談窓口 (財)やまぐち産業振興財団 083-922-3700 

千葉県事業引継ぎ相談窓口 千葉商工会議所 043-215-8790 徳島県事業引継ぎ相談窓口 徳島商工会議所 088-653-3211 

東京都事業引継ぎ相談窓口 東京商工会議所 03-3283-7555 香川県事業引継ぎ相談窓口 高松商工会議所 087-825-3516 

神奈川県事業引継ぎ相談窓口 （公財）神奈川産業振興センター 045-633-5200 愛媛県事業引継ぎ相談窓口 松山商工会議所 089-948-8511 

新潟県事業引継ぎ相談窓口 （財）にいがた産業創造機構 025-246-0038 高知県事業引継ぎ相談窓口 高知商工会議所 088-875-1177 

長野県事業引継ぎ相談窓口 （財）長野県中小企業振興センター 026-227-5028 福岡県事業引継ぎ相談窓口 福岡商工会議所 092-441-6922 

山梨県事業引継ぎ相談窓口 （公財）やまなし産業支援機構 055-243-1888 佐賀県事業引継ぎ相談窓口 佐賀商工会議所 0952-24-5158 

静岡県事業引継ぎ相談窓口 静岡商工会議所 054-275-1881 長崎県事業引継ぎ相談窓口 長崎商工会議所 095-822-0111 

愛知県事業引継ぎ相談窓口 名古屋商工会議所 052-228-7117 熊本県事業引継ぎ相談窓口 熊本商工会議所 096-354-6688 

岐阜県事業引継ぎ相談窓口 岐阜商工会議所 058-264-2135 大分県事業引継ぎ相談窓口 大分県商工会連合会 097-534-9507 

三重県事業引継ぎ相談窓口 （財）三重県産業支援センター 059-228-3326 宮崎県事業引継ぎ相談窓口 宮崎商工会議所 0985-22-2161 

富山県事業引継ぎ相談窓口 （財）富山県新世紀産業機構 076-444-5605 鹿児島県事業引継ぎ相談窓口 鹿児島商工会議所 099-225-9533 

石川県事業引継ぎ相談窓口 （財）石川県産業創出支援機構 076-267-1244 沖縄県事業引継ぎ相談窓口 那覇商工会議所 098-941-1690 

福井県事業引継ぎ相談窓口 福井商工会議所 0776-33-8283       

（参考） 事業引継ぎ支援センター（相談窓口）の連絡先 
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大規模のディール 
=年商10億円超企業が対象 

（M&A手数料3,000万円超） 

◆譲渡希望企業の年商階層
（イメージ） 

中規模企業 
（従業員数：20～300人） 

小規模企業 
（従業員数：～20人） 

民間の 
担い手存在 
・メガバンク 
・証券会社 
・M&A専門会社  

(日本M&Aセンター等) 

地域金融機関の 
主たる取引先層 

事業引継ぎを 
望む潜在層 

民間の担い手 
不在 

企業数 
約51万社 

企業数 
約334万社 

（出典）経済センサス－活動調査（2012年） 

中規模のディール 
  =年商3億円超企業が対象 

（M&A手数料1,000万円超） 

約６２％が個人事業主であり、法人主体の事業
の売買が成立しないため、後継者あっ旋等の
支援策が有効 

大企業 
（従業員数：300人～） 

企業数 
約1万社 

小規模のディール 
=年商3億円以下企業が対象 

（M&A手数料1,000万円未満） 

（参考） 中小企業のＭ＆Ａのマーケット構造 
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○中小企業のＭ＆Ａのニーズは増加傾向にあるものの、規模の大きいＭ＆Ａについては、手数料収入も大きいため、民間事業者
によるマーケットが成立している一方で、小規模事業者のＭ＆Ａについては、手間は大企業と同程度かかる割には手数料も小
さいため、民間マーケットは成立していない。 

○こういった課題を解決し、民間が手をだしづらい規模の小さいＭ＆Ａ成立の土壌を広域的に展開し、潜在ニーズの顕著化と事
業引継ぎマーケットの構築、成立の手助けをする公的な機関が必要。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・中堅企業、中小企業、小規模企業で分ける・従業員数、年商、企業数・小規模企業は個人事業者がどの程度かを括り出す⇒M&Aによる支援ではないというメッセージ



○６０歳以上の経営者の割合は２０１２年には５１．８％となっており、今後１０年間で、５割を超える現経営者は平均引退年齢にさ
しかかる。このうち、中小法人は１６８万社であり、１０年間の平均では、毎年約８万７千社が経営交代や廃業のタイミング。 

○一方、東京商工リサーチによれば、廃業件数は、年間約３万件程度で推移している。また、中小企業庁委託調査によると、廃業
を決断した理由として、後継者（事業承継）の見通しが立たないとする企業は４．２％となっている。両者を勘案すると、少なくと
も約１，３００件程度が後継者難を理由として廃業した企業と想定される。 

○こうした潜在的ニーズの大きさに比べて、未上場企業間全体の成約件数については年間５９７件、事業引継ぎ支援センターの 
  ２０１３年度の成約件数は３３件となっている。 
○中小企業のM&Aの潜在ニーズに対して、成約件数が少ない理由は、譲渡企業、譲受企業、仲介事業者のそれぞれに以下の課

題が存在することによる。 

２－３ 事業引継ぎ支援事業の課題 
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【現状】 
○相談件数が少ない 
【理由・背景】 
○Ｍ＆Ａに抵抗感がある           
○取引先との関係の維持が懸念される   
   ⇒複数の相談窓口 ※対応策１ 
     ⇒啓蒙活動（セミナー・ガイドライン） ※対応策２ 
○情報漏洩、信用力の低下が懸念される 
○金融機関との関係を維持しにくい   

【現状】 
○希望は多い 
※特に許認可に係る業種についての希望は多いと言われている 
○創業希望者の中には、既存会社を引き継ぐといった 
    ニーズもある 
 ⇒創業希望者と後継者不在事業主をマッチングさせる 
    後継者人材バンク※対応策３ 
 
（参考）事業承継での外部招聘の割合は増加してきている。 
 

譲渡企業 譲受企業 

仲介事業者 

【現状】 
○小規模な案件を対象とした実績のある仲介事
業者の数が少ない 
【理由・背景】 
○手数料収入が低い一方、手間がかかる         
  ⇒小規模な案件は事業引継ぎ支援センターにて   
   対応 ※対応策１ 

○訴訟リスク    

【現状】 
○適正な売却価格の算定が煩雑 
【理由・背景】 
○デューデリ等の高度なスキルが必要 
（財務情報のみでなく、係争の有無や土壌
汚染の状況等の非財務情報の調査等も必
要） 
 

【現状】 
○マッチングが難しい 
【理由・背景】 
○情報の厚みが乏しい 
 ⇒譲渡候補を増加させ、効率的に全国本部  
   のデーターベースを活用※対応策１ 

○仲介を行う専門家の資質 
 



（参考）経営者の平均引退年齢の上昇と６０歳以上の経営者の割合の増加 
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１９９０年 ２０００年 ２０１０年 

小規模事業者の経営者平均引退年齢 

68.1 
69.8 

70.5 

（出典）年齢人口：総務省「国政調査」、経営者平均引退年齢：中小企業庁「中小企業白書」（2013） 
（備考）経営者平均引退年齢については、事業承継時期「0～4年前」を2010年、「10～19年前」を2000年、「20～29年前」を 
    1990年においている。 

年齢別人口と経営者の平均年齢、平均引退年齢の推移 経営者の年齢階層別内訳 

60歳以上の経営者の割合（右軸） 

60歳以上 

40歳以上60歳未満 

40歳未満 

（出典）帝国データバンク「全国社長分析」（2012） 
（備考）株式会社、有限会社の経営者の年代別構成。 
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中規模企業の経営者平均引退年齢 

67.7 67.5 
66.1 



ある 
44.1% 

ない 
45.9% 

無回答 
10.0% 

（参考）事業引継ぎ支援事業の課題 
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廃業を決断した理由 

（出典）中小企業庁委託調査「中小企業の事業承継に関する調査に係る委託事業報告書」 
（2012年11月）再編加工(株式会社野村総合研究所） 
     

（出典）（独）中小企業基盤整備機構『事業承継実
態調査報告書（2011）』 

事業売却を行う場合の障害（複数回答） 

n=2,852 
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9.2  
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0% 100%

1987
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2012

5人未満 5～10人未満 10～30人未満 30～50人未満 

50～100人未満 100～300人未満 300人以上 （年） 

外部招聘による事業承継の企業規模 
(従業員規模)別の内訳の推移 

(出典)：(株)帝国データバンク「信用調査報告書データベース」 
   「企業概要データベース」再編加工 

20,637  21,346  
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0
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10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000
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（件） 

（年、年度） 

経営者の高齢化、健康

(体力・気力)の問題 

48.3％ 

事業の先行きに 

対する不安 

12.5％ 

主要な販売先との取引

終了（相手方の倒産、移

転のケース含む） 

7.8％ 

経営者の家族の問題

（介護、高齢化、教育等） 

4.9％ 

事業経営の更なる悪化

の回避 

4.4％ 

後継者（事業承継）の

見通しが立たない 

4.2％ 

その他 

18.0％ 

(n=617) 

休廃業・解散、倒産件数の推移 

Ｍ＆Ａによる事業売却への抵抗感 

（出典）：中小企業庁委託「中小企業者・小規模企業者の廃業に関するアンケート調査」
（2013年12月、（株）帝国データバンク） 

(出典)（株）東京商工リサーチ、（株）帝国データバンク調べ 



３.対応策 
 
 
 
 
 



  ３－１ 対応策１（事業引継ぎ支援事業の強化） 

○（独）中小企業基盤整備機構内に４月１日に設置した「全国本部」において、情報の厚みを増すための対策、効率的なマッチン
グのための方策を行うことで、事業引継ぎ支援センターのＭ＆Ａの成約率の向上、成約件数の増加を図る。 

（１）情報の厚みを増すための対策 
 ①これまでは、地域の事業引継ぎ支援センターが、「自ら」「管内で」情報収集してきたが、案件情報の厚みを増すためにはこうし
た対応には限界が存在。 

 ②従って、各地位での案件の情報の層を厚くするため、全国５１４の商工会議所、１ ，６７９の商工会を活用。具体的には、各地
域の商工会議所、商工会の経営指導が地域を巡回し、案件を発掘し、「全国本部」内にあるデーターベースに情報を登録し、全
国レベルでの情報集約を行う。 

（２）効率的なマッチングのための方策 
  ①マッチングニーズは必ずしも地域内にとどまるもののみならず、例えば都市部や他地域への進出のためのＭ＆Ａニーズな  
ど、地域をまたがるものも存在。 

  ②従来どおり地域の事業引継ぎ支援センターで完結する案件についてはそのセンターが行うが、そうでないもの（センター内で
は成約できないものや、センター以外の各地の相談窓口に寄せられたもの等）については、「全国本部」が、全国レベルで適切
なマッチングを行う。 

中小機構（全国本部） 

商工会議所 

事業引継ぎ支援センター 

経営革新等支援機関 よろず支援拠点 

事業引継ぎ相談窓口 

事業引継ぎに関するデータベース 

商工会 

○相談件数の増加に伴い、マッ
チング対象が増加。 
○データベースの活用により、成
約率上昇。 
⇒成約件数増加。 

○商工会議所、商工会等の 
各支援機関が加わることにより、 
複数の窓口ができる。 
○各支援機関から相談情報を 
集約することが極めて重要。 
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○中小企業において、Ｍ＆Ａの手法は現状では認知度が低く、また、Ｍ＆Ａ後に、事前に想定していなかった
様々な問題が発生するため、Ｍ＆Ａを正しい理解のもとで、うまく活用していくことが必要。 

○中小企業・小規模事業者向けにＭ＆Ａを行う際のノウハウを集約した「Ｍ＆Ａガイドライン」を、中小企業・小規
模事業者が抵抗感無く、間違えずにＭ＆Ａに取り組める「手引き」として作成したらどうか。 

   
（ガイドラインのイメージ） 
  ①Ｍ＆Ａの意義・メリット、成功／失敗事例の紹介、②手続き・留意点のチェックリスト化等 

３－２ 対応策２（Ｍ＆Ａガイドラインの策定） 

 
 

事例１：契約前の情報公開で破談となった例  

 ＜A社＞（人材紹介業） 
 A社は、同業種（人材派遣）のB社へ事業譲
渡を相談。 
 B社の内諾を得た段階で、契約前にＡ社社

員に事業譲渡の情報を提供したため、主要な
従業員が一斉に退職。結果、事業譲渡が破
談。 
 
（※Ｍ＆Ａの発表は最終契約後が鉄則という
ルールを知らなかったため、失敗） 
 
 

事例２：Ｍ＆Ａ後に問題となった例 

 ＜Ｃ社＞（製造業） 
 Ｃ社は工場を保有するＤ社についてＭ＆Ａを
実施。Ｄ社の工場の地盤は元々悪く、更に、Ｍ
＆Ａ実施後の台風襲来により、河川が氾濫し
たことで地盤が悪化。 
 工場の大規模な補修が必要となり受け入れ
側の企業が困った事例。 
 
（※Ｍ＆Ａでは、財務内容だけでなく、工場の
地盤調査等も重要。） 

17 
（出典）：「中堅・中小企業の事業承継とＭ＆Ａ報告書」（2008年3月、財団法人 岐阜県産業経済振興センター） （出典）：WDB事業承継パートナーズ（株）ＨＰ 



  ３－３ 対応策３（後継者人材バンク） 
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○後継者ニーズがあるものの親族や企業内部の人材で後継者を確保できない企業と、高い事業意欲のある人材を、マッチングさ
せていく取り組みを行う。 

○起業を目指す者は、新しい起業もあるが、誰かの事業を引き継ぐという形の起業もありうる。これは、その事業の経営者及び起
業家の双方にメリットがある。経営者は後継者を確保でき、起業家は、その経営者の経営資産やノウハウを引き継ぐことができ
る。地域の起業を芽吹かせ、育んでいく「創業スクール」等の取り組みと、事業引継ぎ支援センターとの連携を実施。 

○蒲原屋（従業員1名）は、豆類を中心とした乾物の食料品店を営む個
人商店。1946年創業の店主の金子武氏は２代目である。当時69歳の金
子氏は10年ほど前から事業承継を意識し、後継者を探していた。 
○静岡県事業引継ぎ支援センターでは、起業希望者と経営難に直面す
る中小企業とを結びつけることが出来ないかと考え、意欲のある起業家
を公募。 
○「創業・事業引継ぎ支援プロジェクト」と名付けられたこの取組では、応
募者に対する店舗見学を含む説明会を開催し、同店の収支計画の策定
やグループ討議を行うワークショップを実施して、半年程度を掛けて後継
者候補を選考した。 

■後継者を外部から招聘した成功事例 

創業スクール 

地域プラットフォームに 
属する機関等が主催 

スクールへの参加 

スクールの開催・アフ
ターフォローを実施 

創
業
予
備
軍 

■「創業スクール」の事業スキーム 

■「後継者人材バンク」の事業スキーム 
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